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区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○教室の内容や参加者の同行
を分析するとともに、サービスを
利用することで、要介護状態へ
の移行予防に効果的な教室とな
るよう運営することが必要。
〇通所型サービスC（短期集中
教室）見直し：通所Cの課題を整
理し、自立支援取組を強化する
ため、R7県のモデル事業活用に
て事業見直しを実施。

介護予防・生活支援サービス事
業の推進

サービスＣの参加者数
目標値　 R6　135人
　　　　　　R7　135人
　　　　　　R8　135人

通所型サービスＣの参加者数
  R7　　実績　82人
　　（内、リエイブルメント11人）

○

【課題】
介護予防教室としてのニーズは高く
教室参加中の体力向上みられる
が、事業終了後の社会参加へつな
がらず、結果的に通所型サービスC
を繰り返し参加する方が多い。
【対応策】
サービス・活動Cの利用を原則とす
る等ルール設定を行い、利用者数
を増やす必要がある。また、リエイ
ブルメント型のサービス・活動Cを受
託できる事業所を確保し、提供体制
を構築する必要がある。
→R8より自立支援を強化し、通所C
をすべてリエイブルメント型へ変
更。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○一般介護予防教室において
一部の教室では送迎の利用を
可能とし、利便性を高めている。
○介護予防に積極的に取り組
めるよう意識啓発をさらに進め
る必要がある。また、高齢者の
保健事業と介護予防を一体的に
推進することで、疾病予防・重度
化防止を図る必要がある。100
歳体操を中心とした通いの場に
ついては、再度立ち上げ希望が
増える傾向にあると見られ、地
域での介護予防の場作りが求
められている。

一般介護予防事業の推進

①一般介護予防教室への参加者
数：R6年度目標350人、R7年度目
標350人、R8年度目標350人
②100歳体操の実施サークル数（累
計）：R6年度目標16か所、R7年度
目標18か所、R8年度目標20か所
③100歳体操サークルの参加者数：
R6年度目標240人、R7年度目標
260人、R8年度目標280人

①一般介護予防教室の参加者
数：R6年度実績311人
R7年度実績448人

②100歳体操の実施サークル数
（累計）：R6年度実績14か所
（累計）：R7年度実績19か所

③100歳体操サークルの参加者
数：R6年度実績 251人
数：R7年度実績321人

◎

①新たな教室を実施したことに
より参加者数（実人数）の増加に
つながった。
②③一般介護予防事業の教室
内において通いの場等の地域
資源への接続に向けた啓発を
行い、立ち上げおよび参加者数
増加につながった。継続して実
施する。

第９期介護保険事業計画に記載の内容 令和７年度（年度末実績）
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①自立支援・介
護予防・重度化
防止

年に一回、地域包括支援セン
ター主催の「質の向上研修」を
実施。
自立支援型地域ケア会議の場
で、介護支援専門員のOJTを兼
ねた事例検討会を実施していた
が、令和６・７年度は、通所型
サービスCの評価を中心に実
施。R7モデル事業（リエイブルメ
ント型導入）実施により、予防・
自立支援を視点としたアセスメ
ント実施の推進も含めた支援が
必要。

介護支援専門員に対する支援・指導
の充実

介護支援専門員への研修
　目標値　　R６年度　３回
　　　　　　　 R７年度　３回
　　　　　　　 R８年度　３回

介護支援専門員への研修
　R７　　２回

○

R8年度より本格的に運用を開始
したリエイブルメント型サービス・
活動Cを中心とした介護予防の
取組について事例の共有等も含
めて今後も広く周知する必要が
ある。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

地域における話し合いの場とし
て第２層協議体を開催し、地域
課題の把握や高齢者の居場所
の立ち上げ支援に取り組んでい
る。今後、多様な主体による生
活支援サービスの創出や提供
に向け、社会資源の発掘と活
用、マッチング機能を活かすこと
が重要である。

生活支援体制整備

住民主体の居場所
目標値　R6　2か所
　　　　　 R7　3か所
           R8　4か所

R7実績　 ４カ所
○

第2層SCが安定しないことが、
課題だったが、R7より3名配置さ
れているため、協議体や地域の
活動でニーズを把握し、居場所
の開発に努める。
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①自立支援・介
護予防・重度化
防止

在宅医療・介護連携推進会議を
継続し、「入退院支援」「療養支
援」「急変時対応」「看取り」の４
分野において取り組んでいる。
また、多職種連携と住民の普及
啓発において、研修・講演会を
実施している。R6より災害時の
連携をテーマに関係機関との連
携について検討している。

【在宅医療と介護の連携促進】
多職種研修の開催

①多職種研修
②住民への普及啓発

【令和７年度】
①多職種研修　６回
②住民への普及啓発　4回（講
座３回、イベント内ブース出展１
回）

◎

毎回満足度の高い研修や普及
啓発活動が展開できている。
R8年度の宜野湾市推進会議や
普及啓発活動では、在宅での看
取りを増やすための方策検討や
普及啓発に取り組んでいく。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○本市の地域ケア会議は自立
支援型、個別課題型、地域課題
型、政策形成型の4つに分類。
○自立支援型は高齢者の生活
を地域全体で支援していくこと、
介護支援専門員の実践力を高
めることを目的に実施。
○地域課題型は困難事例の支
援を検討する手法として実施。
○地域課題型、政策形成型は
現状活用できていない状況。

地域ケア会議の充実

①自立支援型地域ケア会議での検
討件数24件
②地域課題型地域ケア会議の開催
回数1回
③自立支援型地域ケア会議におい
て事例提供した事業所数10カ所

①自立支援型地域ケア会議で
の検討件数
　R7　27件

②地域課題型地域ケア会議の
開催回数
　R7　0件

③自立支援型地域ケア会議に
おいて事例提供した事業所数
　R7　1カ所

○

【課題】
令和7年度はリエイブルメント型
のサービス・活動Cを１事業所で
実施し、地域ケア会議の中で事
例検討を行ったが、事例数が少
なく関係機関での規範的統合は
不十分。

【対策】
令和8年度は、通所型サービス
を希望する方は原則サービス・
活動Ｃを通ることを規定し、実施
内容も全てリエイブルメントの考
えに基づく手法に変更。事例を
積み重ね、地域ケア会議等で関
係機関で共有し、地域の自立支
援に関する規範的統合を図る。
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①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○地域住民、企業、職能団体、
市職員等を対象とし、幅広く実
施。教育委員会へのアプローチ
も広げている。
○小中高生向けのサポーター
養成講座開催の充実や、キャラ
バン・メイト連絡会と認知症地域
支援推進員が連携した活動に
取り組む。

認知症サポーター養成講座や
認知症キャラバン・メイトの育成

認知症サポーター養成講座受
講者数：R6年度目標500人、R7
年度目標500人、R8年度目標
500人

認知症サポーター養成講座受
講者数

　R7年度実績590人

◎

市社会福祉協議会が行う福祉
教育の一環として講座を開催し
たこと、市民向け講座の回数を
増やしたことにより大幅に受講
者が増えた。
継続して実施する。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○認知症地域支援推進員を中
心に、認知症カフェの企画・運営
が行われ、特色のある認知症カ
フェを実施。包括外でもカフェが
実施され、認知度が高まってい
る。

認知症カフェ等の設置、
活動の推進

①認知症カフェ開催箇所数
（累計）：R6年度目標4か所、R7
年度目標5か所、R8年度目標6
か所
②認知症カフェの参加者数：R6
年度目標240人、R7年度目標
260人、R8　年度目標280人

①認知症カフェ開催箇所数
（累計）
　R7年度実績4か所

②認知症カフェの参加者数
　R7年度実績250人

○

【課題】包括職員の人員不足に
より開催ができない包括があっ
た。市民への周知不足もあった
と考えられる。
【対応策】R8年度より包括職員
の人員配置について契約内容
を変更し、各包括実施できるよう
変更する。参加者を増やすた
め、各カフェの周知を強化する。

①自立支援・介
護予防・重度化
防止

○認知症等高齢者の見守り及
びその家族の負担軽減を目的
に、市や社会福祉協議会、警察
署の協定のもと、認知症高齢者
等見守りおかえり支援ネットワー
ク事業を実施。道迷いの不安が
ある高齢者が事前登録し、道迷
いになった場合に各関係機関が
協力し、早期発見・保護できるよ
うネットワークを構築している。
ICTを活用した見守り・捜索シス
テムとの連携し、迅速かつ効率
的な捜索を目指している。

認知症高齢者等見守りおかえり
支援ネットワーク事業の充実

見守りおかえりサポーターの認
定団体数（累計）：R6年度目標
64団体、R7年度目標66団体、R8
年度目標68団体

見守りおかえりサポーターの認
定団体数（累計）
　
　R7年度実績64団体

○

【課題】ICTを活用した見守り自
動販売機等運営委託事業（通
称：ミマモライド）の実施と拡充に
伴い、民間企業へは子機セン
サー設置依頼することに注力し
ている。
【対応策】ミマモライド協力機関
を含め、広く見守りおかえりサ
ポーター登録に関する広報を行
う。
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①自立支援・介
護予防・重度化
防止

在宅介護の推進及び、働きなが
ら要介護者を在宅介護している
方が、離職せずに働きながら介
護を続けられるように、サービス
量を見込み施設整備を図る。

〇介護サービス需要を踏まえた
地域密着型サービス施設の整
備

〇サービス施設の整備
・認知症対応型共同生活介護新
規2か所、増1か所
・看護小規模多機能型居宅介護
1か所
・定期巡回・随時対応型訪問介
護看護1か所

〇サービス施設の公募
・認知症対応型共同生活介護新
規2か所
・看護小規模多機能型居宅介護
1か所
・定期巡回・随時対応型訪問介
護看護1か所
〇認知症対応型共同生活介護
の整備（増１か所

△

【課題】前年度公募時応募なし
のため、県内法人へアンケート
や意向調査を実施した上で、８
年度も公募実施したが、応募に
至らなかった。応募に至らない
理由は、調査結果から介護人材
不足や人件費高騰、建築単価
高騰などである。

【対応策】沖縄振興拡大会議で
の意見交換を踏まえた県と連
携・協働した施策、次期計画へ
の反映に努める。
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第９期介護保険事業計画に記載の内容 令和７年度（年度末実績）

②給付適正化

〇今後も要介護・要支援認定者
数は増加が見込まれ、それに伴
う点検件数も増えることが予測
されるため、重点的に点検する
内容の精査等、効果的に実施で
きる体制・方法を検討する必要
がある。

〇介護サービス事業者による過
度の利用者掘り起こしや不正請
求などを抑制し、長期的に安定
した介護保険財政の運営につな
げるため、給付内容の審査を実
施する必要がある。

〇要介護認定の適正化

〇要介護認定の適正化
・今後も継続した認定調査及び
職員による定例会の開催［年６
回］
・認定調査員の審査会への事務
局（副、書記等）としての参加、
推進［参加率100％］
・調査票作成時におけるエラー
防止や自動チェックを可能とす
るAI活用等の導入に向けた調
査、研究の実施
・審査会における１件当たりの審
査時間の適正化と、効率的な開
催、運営手法の見直し

〇認定調査員の資質向上
・・認定調査員と事務局職員による定例
会（年間６回）を継続開催し、判断基準
の定義統一や、審査会からの指摘事項
のフィードバックによる認識の平準化・指
導を徹底した。
・調査票作成におけるダブルチェック体
制を継続するとともに、さらなるDX化（AI
等の活用による自動チェック機能や入力
支援等）の具体的な先進事例や他自治
体への導入事例について調査・研究を
開始した。
・令和7年2月より先行導入している「介
護認定調査支援システム（調査モバイル
タブレット）」の活用において、定型文の
キーワード編集機能をメインとした運用
を定着させた。これにより、調査員の入
力に係る時間を大幅に短縮するととも
に、特記事項内容の標準化・統一化を
図ることができ、調査票作成業務の更な
る効率化を実現した。
〇認定審査体制の構築
・審査会に提出する資料のデジタル化や
事前審査プロセスの見直し等、効率的な
審査判定システムの運用に向けた検
討・調整を行った。その一環として、現審
査会委員を対象に「ITリテラシーに関す
る現状」や「オンライン審査会・ペーパー
レス会議の導入」についてのアンケート
調査を実施し、デジタル化に向けた課題
の抽出と意向把握に努めた。

◎

今後も認定者数の増加は避けら
れず、それに伴い認定調査件数
及び審査会にかける件数の増
加が強く求められる。一方、現状
では、申請から結果通知までの
期間が３０日を超えてり、迅速化
が急務である。審査会の効率的
な運用（システムの構築）を目指
すとともに、限られた期間内での
的確な判定を行うため、原資と
なる認定調査票の「平準化・
チェック体制の強化」、「調査員
の更なる資質向上」が不可欠な
課題である。
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②給付適正化

〇今後も要介護・要支援認定者
数は増加が見込まれ、それに伴
う点検件数も増えることが予測
されるため、重点的に点検する
内容の精査等、効果的に実施で
きる体制・方法を検討する必要
がある。

〇介護サービス事業者による過
度の利用者掘り起こしや不正請
求などを抑制し、長期的に安定
した介護保険財政の運営につな
げるため、給付内容の審査を実
施する必要がある。

〇ケアプランの点検

〇ケアプラン点検等による介護
支援専門員の資質向上支援
・ケアプラン点検の実施
・県の多職種連携ケアマネジメ
ント支援事業の実施
・生活援助理由書・例外給付に
よる福祉用具貸与理由書ととも
に、ケアプランの提出を求め、
サービス提供前に点検を実施

〇住宅改修の点検
事前申請時の見積書点検、必
要に応じて、適宜業者等へ聴
取・実態調査を実施

〇介護給付適正化支援システ
ム等で、介護度に見合わない過
剰なサービス利用疑いのあるケ
アプラン等を抽出し、介護支援
専門員へ内容確認した上で、是
正及び支援を実施
・居宅介護支援事業所5事業所4
件ずつ計20件点検
・県の多職種連携ケアマネジメ
ント支援事業で、居宅介護支援
事業所2事業所へ予防1件、介
護1件、計2件点検
・生活援助理由書・例外給付に
よる福祉用具貸与理由書ととも
に、ケアプランの提出を求め、適
切な給付であることを確認

〇住宅改修の点検
・利用者の状態像等に対応した
内容かどうか、申請書や見積書
など各種申請書類を審査し、疑
義のある場合は、改修業者や介
護支援専門員へ内容確認する
など、点検を実施
・必要に応じて課内の理学療法
士と事前審査を実施すること
で、適正化につなげた。
・改修価格の適正化のため、適
宜業者等へ聴取した。

○

【課題】医療サービス利用時の
主治の医師等の意見について
の認識に誤りが見られた。

【対応策】ケアプラン点検や多職
種連携ケアマネジメント支援事
業において、見られた是正事項
などを、集団指導でサービス事
業者に広く周知し、全体の質の
向上を図る。



区分 現状と課題 第９期における具体的な取組
目標

（事業内容、指標等）
実施内容 自己評価 課題と対応策

第９期介護保険事業計画に記載の内容 令和７年度（年度末実績）

②給付適正化

〇今後も要介護・要支援認定者
数は増加が見込まれ、それに伴
う点検件数も増えることが予測
されるため、重点的に点検する
内容の精査等、効果的に実施で
きる体制・方法を検討する必要
がある。

〇介護サービス事業者による過
度の利用者掘り起こしや不正請
求などを抑制し、長期的に安定
した介護保険財政の運営につな
げるため、給付内容の審査を実
施する必要がある。

〇縦覧点検・医療情報との突合

・国保連の介護給付適正化シス
テム帳票の点検実施（10帳票の
うち4帳票）
・医療情報との突合実施
・不適切な給付について抽出
し、過誤調整を実施

・国保連の介護給付適正化シス
テム帳票を使用した点検実施
（10帳票のうち4帳票）
・医療情報との突合実施
・不適切な給付について抽出
し、過誤調整を実施

算定期間回数制限、重複請求、
居宅介護支援請求のサービス
実施状況、入退所を繰り返す受
給者、軽度の要介護に係る福祉
用具貸与品目一覧、単独請求
明細書における準受付審査に
ついて重点的に点検した。

○

【課題】職員の退職や異動に伴
う点検事務のノウハウの引継ぎ
が難解

【対応策】国保連の介護給付適
正化にかかる共同処理（点検業
務）を委託し、点検業務を効果
的に継続・実施できる体制を確
保する。


